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　令和８年度石狩東部広域水道企業団水道用水供給事業会計の予算は、

　 次に定めるところによる。

　業務の予定量は、次のとおりとする。

江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、
由仁町及び長幌上水道企業団

老朽施設更新事業

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

3,132,050 千円

2,732,639 千円

399,411 千円

3,089,292 千円

2,789,234 千円

298,058 千円

2,000 千円

営 業 外 収 益

用 水 供 給 事 業 費 用

支　　　　　　　　　　　　　　　出

第１項

第２項

第１款

第３項 予 備 費

第２項 営 業 外 費 用

第１項 営 業 費 用

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

用 水 供 給 先

年 間 総 用 水 供 給 量

一日平均用水供給量

主 な 建 設 事 業

（１）

（２）

（３）

（４）

第３条

第１款 用 水 供 給 事 業 収 益

収　　　　　　　　　　　　　　　入

営 業 収 益

令 和 ８ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団

水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 算

第１条

第２条

７０，０８３ m3

（ 総    則 ）

（ 業 務 の 予 定 量 ）

２５，５８０，３８０ m3
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　 額 41,770千円で補てんするものとする。）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

 　と定める。

（１）

（ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

　 これらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）

（２） （うち、議会及び監査費 84 千円）

千円

（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が第４条

資本的支出額に対し不足する額 1,453,166千円は、過年度分損益勘定留保資金

599,057千円、当年度分損益勘定留保資金 685,135千円、建設改良積立金 42,642千

円、減債積立金 84,562千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

第１款 資 本 的 支 出

事　　　　　　　　　　　　　　　項

千歳川系電磁流量計更新工事

期　　　　　間

３４，１００ 千円令和９～１０年度

（ 債 務 負 担 行 為 ）

　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

千円

千円993,696

支　　　　　　　　　　　　　　　出

1,453,166

第５条

第１項 建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金第２項

459,470

限　　　度　　　額

経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費を

職 員 給 与 費

交 際 費

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の

営 業 費 用 と 営 業 外 費 用

238,681

272

 千円

 千円

第６条 　一時借入金の限度額は、４００，０００ 千円と定める。

（ 一 時 借 入 金 ）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり
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　構成団体から、減価償却費充当及び企業債利息支払いのため、この会計へ補助を

　たな卸資産の購入限度額は、 ２２，２６４千円と定める。

　提出

（他会計からの補助金）

　 受ける金額は、２００，４６９千円である。

　令和８年２月１７日

　　　企業長　　原　田　　　　裕

石狩東部広域水道企業団

（ たな卸資産購入限度額 ）

第 ９ 条

第１０条
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令 和 ８ 年 度

供 給 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団 水 道 用 水



予定額（千円）

1 用 水 供 給
事 業 収 益 3,132,050

1 営 業 収 益 2,732,639

1 給 水 収 益 2,732,639

2 営 業 外 収 益 399,411

1 受 取 利 息 27

2 他 会 計 補 助 金 200,469

3 長期前受金戻入 149,336

4 受 託 業 務 収 益 36,156

5 雑 収 益 13,423

予定額（千円）

1 用 水 供 給
事 業 費 用 3,089,292

1 営 業 費 用 2,789,234

1 議会及び監査費 2,136

2 総 係 費 98,836

3 原水及び浄水費 1,561,940

4 減 価 償 却 費 1,081,726

5 資 産 減 耗 費 44,596

2 営 業 外 費 用 298,058

1 支 払 利 息 210,263

2 87,795

3 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

令和８年度 石狩東部広域水道企業団

水道用水供給事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　　　　　出

款 項 目

項 目款

受託業務に伴う収益

水質検査負担金等

備　　　　　　　　　　　　考

取水及び浄水施設等の維持管理に要す
る経費

企業債及び一時借入金の利息

固定資産除却費

固定資産減価償却費

消費税及び地方消費税の納税額

備　　　　　　　　　　　　考

議会及び監査に要する経費

事業運営に必要な総括的経費

水道用水供給料金

構成団体からの繰入金

減価償却等に伴う長期前受金の収益化

預金利息
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予定額（千円）

1 資 本 的 支 出 1,453,166

1 建 設 改 良 費 459,470

1 固定資産購入費 32,890

2 施 設 改 良 費 426,580

2 企業債償還金 993,696

1 企 業 債 償 還 金 993,696

款 備　　　　　　　　　　　　考目

拡張事業及び漁川系施設改良事業
に係る企業債償還金

水質検査機器購入費

分水点更新工事等

項

支　　　　　　　　　　　　　　　出

資　本　的　支　出
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 988

減価償却費及び固定資産除却費 1,126,322

賞与引当金の増加額（△は減少額） 227

法定福利費引当金の増加額（△は減少額） 81

退職給付引当金の増加額（△は減少額） 10,843

長期前受金戻入額 △ 149,336

受取利息 △ 27

支払利息 210,263

未収金の減少額（△は増加額） △ 13,702

未収消費税等還付金の減少額（△は増加額） △ 20,061

未払金の増加額（△は減少額） 5,924

未払消費税等の増加額（△は減少額） △ 21,788

小計 1,149,734

利息の受取額 27

利息の支払額 △ 210,263

業務活動によるキャッシュ・フロー 939,498

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 417,700

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 417,700

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 400,000

一時借入金の返済による支出 △ 400,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 993,696

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 993,696

資金増加額（又は減少額） △ 471,898

資金期首残高 1,892,393

資金期末残高 1,420,495

令 和 ８ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団

水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 8 年 4 月 1 日 ～ 令 和 9 年 3 月 31 日 ま で ）
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給　与　費　明　細　書
１　総括

一般職

（人）

(　1)
27 

( 　)
28 

(　1)
△ 1 

本年度

前年度

比  較

本年度

前年度

比  較

合 計

(千円)

238,681

236,592

住居手当

（千円）

850

（千円）

26,244

（千円）

3,346

△ 319△ 30

（千円）

勤勉手当

762

378

21,979

児童手当

800

区    分

職 員 数

49,167

△ 2,941

73,979 189,514111,651

0 

25 3,884

1,710 52,108184,484

400

時 間 外
勤    務
手    当

寒 冷 地
手    当

通勤手当
特殊勤務
手    当

6,304

（千円） （千円） （千円）

2,244943,027

94

0

1,200

特別職 報 酬 給 料  手 当 

法  定
福利費計

（人）  (千円） (千円） (千円） (千円）  (千円）

給　　　　与　　　　費

2,089

22,741

2,174

（千円）（千円）

期末手当

2,216640

25,394

3,6122,172

2,186

58

6,048

256

本 年 度

前 年 度

比  較

扶養手当

1,794

25 

5,030

3,642

71,763111,011

△ 139

管 理 職
手    当

（千円）
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区 分

管理職員
特別勤務
手    当

（千円）

115

115

0

6,226

区 分

6,365
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ア　会計年度任用職員以外の職員

一般職

（人）

( 　)
24 

( 　)
24 

( 　)
0 

本年度

前年度

比  較

本年度

前年度

比  較

25 

給　　　　与　　　　費 法  定
福利費

合 計
特別職 報 酬 給 料  手 当 計

1,710 103,299 69,558 174,567 46,044 220,611

(千円)（人）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

区    分

職 員 数

比  較

本 年 度

25 1,710 99,389 66,762 167,861 48,824 216,685前 年 度

0 0 3,910 2,796 6,706 △ 2,780 3,926

手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区 分
管 理 職
手    当

扶養手当 住居手当 通勤手当

6,226 2,172 3,612 2,723

特殊勤務
手    当

寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤    務
手    当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

94 2,244 6,304

6,365 1,794 3,642 2,996 94 2,186 6,048

（千円） （千円） （千円）

256

区 分

管理職員
特別勤務
手    当

期末手当 勤勉手当 児童手当

（千円）

△ 139 378 △ 30 △ 273 0 58

0 1,139 1,007 400

115 22,870 19,852 800

115 24,009 20,859 1,200

- 8 -



イ　会計年度任用職員

一般職

（人）

(　1)
3 

( 　)
4 

(　1)
△ 1 

本年度

前年度

比  較

本年度

前年度

比  較

0 

給　　　　与　　　　費 法  定
福利費

合 計
特別職 報 酬 給 料  手 当 計

2,174 8,352 4,421 14,947 3,123 18,070

(千円)（人）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

区    分

職 員 数

比  較

本 年 度

0 0 11,622 5,001 16,623 3,284 19,907前 年 度

0 2,174 △ 3,270 △ 580 △ 1,676 △ 161 △ 1,837

手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区 分
管 理 職
手    当

扶養手当 住居手当 通勤手当

0 0 0 304

特殊勤務
手    当

寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤    務
手    当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0

0 0 0 350 0 0 0

（千円） （千円） （千円）

0

区 分

管理職員
特別勤務
手    当

期末手当 勤勉手当 児童手当

（千円）

0 0 0 △ 46 0 0

0 △ 289 △ 245 0

0 2,524 2,127 0

0 2,235 1,882 0
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２  給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円）
640 1,071  平均昇給率　　　　1.01％

3,570 給料表の改定 0

△ 4,001 職員の新陳代謝 △ 979

に伴う増減分

昇格に伴う増加分 494

その他増減分 △ 3,516 　本年度 　 27人　  　0人　　27人

昇格に伴う増加分 0 　前年度 　 28人　  　0人　　28人

　増  減   △1人      0人 　△1人

2,216 749  制度改正の内容

通勤手当 61 支給額の増

期末手当 347 支給率の増

勤勉手当 341 支給率の増

扶養手当 配偶者及び子に係る支給額の変更

1,467 管理職手当 △ 139

扶養手当 378

住居手当 △ 30

通勤手当 △ 380

寒冷地手当 58

時間外勤務手当 256

期末手当 503

勤勉手当 421

児童手当 400

３　給料及び手当の状況

  (1) 職員１人当たり給与

区　　　　　分 企　業　職

平均給料月額 (円) 354,538

令和 8年 1月 1日現在 平均給与月額 (円) 421,796

平 均 年 齢　(歳) 42.1

平均給料月額 (円) 344,100

令和 7年 1月 1日現在 平均給与月額 (円) 405,805

平 均 年 齢　(歳) 42.3

区
分

増減事由別内訳

（千円）
昇給に伴う
増 加 分

 改定率　3.38％

（千円）

 給与改定の状況（前年度）

説　　　明
備　　　　考

手
　
　
　
当

制度改正に
伴う増減分

給
　
　
　
料

　　　　※短時間勤務職員を含まない。

　　　　※会計年度任用職員3人を含む。　　

そ の 他 の
増 減 分

 　 （職員数）（その他）（計）

給与改定に
伴う増減分

 給与改定実施時期　令和7年4月1日

　職員数の異動状況そ の 他 の
増 減 分
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  (2)　初任給

主たる構成団体の一般会計の制度

　行政職 （北海道）　 　（円）

高　校　卒 200,300 200,300

大　学　卒 232,000 232,000

  (3)　級別職員数

企         業         職

級 職員数　（人） 構成比　（％）

 9　級

 8　級

 7　級

 6　級

 5　級

 4　級

 3　級

 2　級

 1　級

計

 9　級

 8　級

 7　級

 6　級

 5　級

 4　級

 3　級

 2　級

 1　級

計

　   (級別の基準となる職務)

区 分 9　級 7　級 4　級 1　級

主   事

技   師

( 　)

( 　)

( 　)

( 　)
3

1

1

( 　  )

( 　  )

 0.0
( 　  )

 13.0

技   師

主   事

( 　)

( 　  )

24

 8.7

( 　  )

( 　  )

( 　  )

 4.4
( 　  )

5

9

2

0
( 　)

( 　)

( 　)

( 　)

( 　)
10

3

3
( 　)

2

( 　)

0

 43.5

( 　  )

( 　  )

( 　  )

 37.5

 13.0

( 　  )

( 　  )

 8.3

( 　  )

 0.0

 100.0

( 　  )

( 　  )

( 　  )

 0.0

区　　分 企　 業　 職
　　　　　　　　　　　　（円）

 0.0
( 　) ( 　  )

0

区     分

令和 8年 1月 1日現在

( 　  )

( 　)

( 　)

( 　)
1  4.2

( 　)

3

1

3
( 　)

( 　  )
 4.2

 12.5

 12.5

 20.8

8　級 6　級 5　級

23

3　級 2　級

 100.0

令和 7年 1月 1日現在

 4.4

 13.0

( 　)

0
( 　)

事務局長

事務局次長

課　 長 主   幹 主   査 主 　任企 業 職 事務局長 事務局次長
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  (4)　昇給

区          　　  分 企 業 職

   職　　　     員　  　      数　     (Ａ) 　 　    　（人） 24

 　昇　給　に　係　る　職　員　数 　   (Ｂ) 　     　　（人） 21

　３　号　給　（人） 0

　４　号　給　（人） 15

　６　号　給　（人） 5

　８　号　給　（人） 1

 　比            率　           (Ｂ) 　／　 (Ａ) 　  　 　　（％）   87.5

   職　　　     員　  　      数　     (Ａ) 　 　    　（人） 24

 　昇　給　に　係　る　職　員　数 　   (Ｂ) 　     　　（人） 20

　３　号　給　（人） 1

　４　号　給　（人） 13

　６　号　給　（人） 5

　８　号　給　（人） 1

 　比            率　           (Ｂ) 　／　 (Ａ) 　  　 　　（％）   83.3

  (5)　特殊勤務手当

区            分 企　　　　業　　　　職

  給料総額に対する比率　　　　　　　　　　（％）

  支給対象職員の比率（令和8年1月1日現在）（％）

  支給対象職員１人当たり平均支給月額　　　（円）

  代表的な特殊勤務手当の名称

  (6)　期末手当・勤勉手当

支給率計

 6月
(月分)

12月
(月分)

 
(月分)

(1.225) (1.225) (2.45)

2.325 2.325 4.65

(1.200) (1.200) (2.40)

2.300 2.300 4.60

(1.225) (1.225) (2.45)

2.325 2.325 4.65

1,958

本
 
年
 
度

16.7 

支給期別支給率

有毒薬物取扱手当

区     分 備　　　考
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

前
 
年
 
度

 0.09

　 号　給　数　別　内　訳

　 号　給　数　別　内　訳

北海道

有

主たる構成団体の
一般会計の制度

有

本     年     度 有

前     年     度
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  (7)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 区   分
20年勤続
の    者
(月分)

25年勤続
の    者
(月分)

35年勤続
の    者
(月分)

最高限度

 (月分)
備   考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 北海道市町村
 職員退職手当
 組合加入

主たる構成団体の
一般会計の制度
(支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 北　海　道

  (8)　その他の手当

区 　分
主たる構成団体（北海道）
の一般会計の制度との異同

差　 異 　の　 内 　容

扶 養 手 当 同　　じ

住 居 手 当 同　　じ

通 勤 手 当 同　　じ

そ  の  他  の
加 算 措 置 等

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
(2 ～ 45 ％ 加 算 )

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
(2 ～ 45 ％ 加 算 )
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債　　務　　負　　担　　行　　為　　に　　関　　す　　る　　調　　書

前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　　　　　　　　　間 金　額 期　　　　　　　　　間 金　額 給水収益等

千円 千円 千円

209 41

598,539 2,309,872

― 45,804

― 371,360

― 9,910

― 80

― 34,100

恵庭分水点１外壁塗装・
屋根防水補修

9,910 ― 令和８年度 9,910

北広島市国有林借地 80 ― 令和８年度 80

事　　　　　　　　　　　項

千円

41令和５～７年度 令和８～９年度

限　度　額

送水管布設替等工事
施工時借地

250

水道施設等管理委託- 14 -

千歳川系電磁流量計更新
工事

34,100 ― 令和９～１０年度 34,100

江別分水点１更新事業 371,360 ― 令和８年度 371,360

千歳川浄水場屋根防水補
修

49,500 ― 令和８年度 45,804

3,271,411 令和７年度 令和８～１１年度 2,309,872



（　令　和　９　年　３　月　３１　日　）

（ 単位：千円 ）

資　　産　　の　　部

１

（１）

イ 722,544

ロ 5,774,303

△ 2,357,592 3,416,711

ハ 33,612,323

△ 10,910,490 22,701,833

ニ 8,913,621

△ 6,906,286 2,007,335

ホ 26,728

△ 14,366 12,362

ヘ 563

△ 535 28

ト 254,387

△ 187,940 66,447

チ 10,490

28,937,750

（２）

イ 794

ロ 553

ハ 348,274

349,621

29,287,371

２

（１） 1,420,495

（２） 283,483

（３） 35,685

1,739,663

31,027,034

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

令 和 ８ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団
水道用水供給事業予定貸借対照表（当年度分）

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

車 両 運 搬 具

構 築 物

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ダ ム 使 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計
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負　　債　　の　　部
３

（１）

イ

10,226,798

（２）

イ 72,112

72,112

10,298,910

４

（１） 78,236

（２） 11,032

（３）

イ

982,373

（４）

イ 15,317

ロ 3,012

18,329

1,089,970

５

（１）

イ 7,119,293

7,119,293

（２） 長期前受金収益化累計額

△ 2,445,224

長期前受金収益化累計額合計 △ 2,445,224

4,674,069

16,062,949

資　　本　　の　　部
６

（１）

イ 11,503,251

ロ 2,266,425

13,769,676

13,769,676

７

（１）

イ 201,321

201,321

（２）

イ 当年度未処分利益剰余金 993,088

993,088

1,194,409

14,964,085

31,027,034

未 払 金

引 当 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

預 り 金

流 動 負 債

資 本 剰 余 金 合 計

補 助 金

剰 余 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

負 債 合 計

組 入 資 本 金

出 資 金

繰 延 収 益 合 計

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金

資 本 金

イ

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

10,226,798

引 当 金

退職給付引当金

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

982,373

流 動 負 債 合 計

国 庫 補 助 金

法定福利費引当金

賞 与 引 当 金

国 庫 補 助 金
収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計
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（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（ 単位：千円 ）

１

（１） 2,473,895 2,473,895

２

（１） 2,090

（２） 106,047

（３） 1,370,790

（４） 1,167,600

（５） 16,921 2,663,448

△ 189,553

３

（１） 2

（２） 204,092

（３） 146,843

（４） 20,589

（５） 11,376 382,902

４

（１） 227,964 227,964 154,938

△ 34,615

５

（１） 313 313 △ 313

６

（１） 2,000 2,000 △ 2,000

△ 36,928

1,029,028

その他未処分利益剰余金変動額 0

992,100

営 業 損 失

営 業 外 収 益

議会及び監査費

他 会 計 補 助 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息

雑 収 益

長期前受金戻入

受 託 業 務 収 益

経 常 損 失

固定資産売却損

当年度未処分利益剰余金

予 備 費

予 備 費

営 業 外 費 用

特 別 損 失

支 払 利 息

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金

給 水 収 益

総 係 費

原水及び浄水費

令 和 ７ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団
水道用水供給事業予定損益計算書（前年度分）

営 業 収 益

営 業 費 用
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（　令　和　８　年　３　月　３１　日　）

（ 単位：千円 ）

資　　産　　の　　部

１

（１）

イ 722,544

ロ 5,777,863

△ 2,228,001 3,549,862

ハ 33,256,089

△ 10,350,451 22,905,638

ニ 8,873,052

△ 6,568,807 2,304,245

ホ 26,728

△ 12,562 14,166

ヘ 563

△ 535 28

ト 225,626

△ 180,023 45,603

チ 59,390

29,601,476

（２）

イ 794

ロ 623

ハ 393,100

394,517

29,995,993

２

（１） 1,892,393

（２） 249,720

（３） 35,685

2,177,798

32,173,791資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ダ ム 使 用 権

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令 和 ７ 年 度 石 狩 東 部 広 域 水 道 企 業 団
水道用水供給事業予定貸借対照表（前年度分）

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

固 定 資 産
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負　　債　　の　　部

３

（１）

イ

11,209,171

（２）

イ 61,269

61,269

11,270,440

４

（１） 94,099

（２） 11,032

（３）

イ

993,696

（４）

イ 15,090

ロ 2,931

18,021

1,116,848

５

（１）

イ 7,143,843

7,143,843

（２） 長期前受金収益化累計額

△ 2,320,437

長期前受金収益化累計額合計 △ 2,320,437

4,823,406

17,210,694

資　　本　　の　　部

６

（１）

イ 11,503,251

ロ 2,139,220

13,642,471

13,642,471

７

（１）

イ 201,321

201,321

（２）

イ 84,563

ロ 42,642

ハ 当年度未処分利益剰余金 992,100

1,119,305

1,320,626

14,963,097

32,173,791

イ
国 庫 補 助 金
収 益 化 累 計 額

建設改良積立金

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

減 債 積 立 金

資 本 金

資 本 金

出 資 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

993,696

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

長 期 前 受 金 合 計

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

預 り 金

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 11,209,171
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Ⅰ．重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産 定額法
主な耐用年数

建物 15～65年
構築物 10～80年
機械及び装置 08～20年
車両運搬具 04～05年
工具器具及び備品 04～15年
船舶 000004年

・無形固定資産 定額法
主な耐用年数

ダム使用権 000055年
施設利用権 000020年

３　引当金の計上方法

・退職給付引当金 　 当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、
北海道市町村職員退職手当組合における積立金相当額を控除
した金額を計上している（当該金額が負となる場合には、前払退
職手当組合負担金として計上する。）。

・賞与引当金
末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
上している。

・法定福利費引当金
支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当
年度の負担に属する額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

１　重要な非資金取引

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記

１　引当金の計上方法

・賞与引当金の取崩し

・法定福利費引当金の取崩し

　 令和8年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金
15,090千円を取り崩すこととしている。

　 令和8年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費として支
出するため、法定福利費引当金2,931千円を取り崩すこととしている。

　 当該事業年度における重要な非資金取引はない。

注 記 表

　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度

　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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Ⅳ．セグメント情報の開示

１　報告セグメントの概要

歳川浄水場の施設系統により供給を行っており、各系統で料金設定をしていることか
ら、漁川系会計及び千歳川系会計の２つを報告セグメントとしている。 　
 　報告セグメントは、事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、
予算の策定及び業績を評価するために、定期的に議会に報告される対象となっている
ものである。
　 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

２　報告セグメントごとの営業収益等
当年度（自 令和8年4月1日　　至 令和9年3月31日）

（単位：千円）

漁川系会計 千歳川系会計 調整額　（注） 合計

1,216,792 1,267,426 0 2,484,218

1,411,864 1,254,010 0 2,665,874

△ 195,072 13,416 0 △ 181,656

△ 130,357 133,345 0 2,988

9,675,315 21,686,036 △ 334,317 31,027,034

1,588,908 14,808,358 △ 334,317 16,062,949

0 200,469 0 200,469

390,670 691,056 0 1,081,726

21 6 0 27

2,843 207,420 0 210,263

412,700 5,000 0 417,700
有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

※消費税及び地方消費税抜きで表記している。
（注）セグメント資産及びセグメント負債の調整額△334,317千円は、セグメント間債権債務消
　　　去である。

他会計繰入金

減価償却費

受取利息

支払利息

その他の項目

漁川系会計  漁川浄水場の施設系統により、水道用水を供給する業務

千歳川系会計  千歳川浄水場の施設系統により、水道用水を供給する業務

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

　 石狩東部広域水道企業団水道用水供給事業では、漁川浄水場の施設系統及び千

事 業 区 分 事 業 の 内 容
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